
人件費減額の理由
　

１　一般会計 （単位：千円）

給与改定分 新陳代謝等分 繰出金 計 特定財源 一般財源

議 会 費 △ 6,478 44 △ 6,434 △ 6,434

総 務 費 △ 51,788 259,080 207,292 207,292

民 生 費 △ 38,430 △ 344,604 △ 24,130 △ 407,164 △ 407,164

衛 生 費 △ 24,687 86,786 62,099 62,099

労 働 費 △ 1,945 △ 1,945 △ 1,945

農 林 水 産 業 費 △ 3,534 △ 804 △ 4,338 △ 4,338

商 工 費 △ 1,976 △ 12,302 △ 14,278 △ 14,278

土 木 費 △ 19,528 △ 18,016 △ 37,544 △ 37,544

消 防 費 △ 30,955 23,139 △ 7,816 △ 7,816

教 育 費 △ 18,641 △ 138,138 △ 156,779 △ 156,779

計 △ 196,017 △ 144,815 △ 26,075 △ 366,907 0 △ 366,907

２　特別会計 （単位：千円）

給与改定分 新陳代謝等分 計 特定財源 一般会計繰入金

国 民 健 康 保険 会計 △ 2,890 △ 2,890 △ 2,890

介 護 保 険 会 計 △ 3,331 △ 2,092 △ 5,423 6,247 △ 11,670

勤労福祉サービス会計 △ 43 △ 1,902 △ 1,945 △ 1,945

後期高齢者医療会計 △ 635 △ 8,935 △ 9,570 △ 9,570

計 △ 6,899 △ 12,929 △ 19,828 6,247 △ 26,075

総合計 △ 386,735 千円
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　給与改定分は、人事院勧告等に準じた期末手当の引下げに伴い減額となっている。
　新陳代謝等分は、採用・退職や昇任・昇格の状況などに伴う変動、組織改正や人事異動に伴う人数の増減、職員
の階層変動による費目間での変動などにより、給与や共済費の事業主負担金が減少したことから、減額となってい
る。


